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＊Ｎは集計対象者数（付問は設問該当対象者）で、設問により異なる。 

＊百分比（％）は、小数点第２位を四捨五入し、第１位までを表示している。合計は 100.0％に一致しない場合 

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査目的】 

 この調査は、本県のワーク・ライフ・バランス、男女共同参画（ＤＶ予防含む）及び女性活

躍に関する企業の実態やニーズなどを幅広く把握し、令和２年度に改訂する「山形県男女共同

参画計画」及び「山形県ＤＶ被害者支援基本計画」、並びに今後の県施策の企画・立案等にお

ける基礎資料を得ることを目的としている。 

 併せて、本調査を通じ、企業のワーク・ライフ・バランスや男女共同参画、女性の活躍に向

けた意識の醸成を図っていく。 

【調査概要】 

 調査対象 ： 県内に事業所を有する企業（家族経営的な企業は除く）から業績や規模、地域、 

取組み内容等を考慮し選定。なお、「やまがた子育て・介護応援いきいき企業」 

から 30社、「やまがたイクボス同盟」加盟企業から 20社を選定。 

 調査期間 ： 令和元年８月～９月 

 標 本 数 ： 郵送による調査  200社 

 調査方法 ： 郵送による調査 

      ウ ェ ブ 調 査  インターネットによる公開アンケート 

 有効回収数（率）： 郵送：121件（60.5％） ウェブ：７件 

【概要版について】 

 本概要版は、郵送による調査結果を抜粋して作成している。より詳細な結果については、報

告書を参照ください。 
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１．女性の管理職の登用について 

（１）女性の管理職登用についての考え 

 

８割を超える事業所が、女性従業員を積極的に登用したいと考えている。 
 

●  女性の管理職登用については、「とてもそう思う」と「ややそう思う」を合わせた『そう思う』は、「男女の性差に関わらず、

平等に登用したい」が 85.1％、「意欲や能力のある女性従業員は管理職に登用したい」が 84.3％と、登用に積極的

な回答が上位となっている。 

一方で、「家事、子育てや介護等の負担の大きさから管理職に就くのは難しい」や「配置や研修など、女性管理職を

養成する仕組みになっていない」など、両立の難しさや会社の仕組みについては、『そう思う』が約 2割となっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告書 企業実態調査 問５ 

　

意欲や能力のある女性従業員は
管理職に登用したい

男女の性差に関わらず、
平等に登用したい

女性に適した職種や業務については

管理職に登用したい

女性は家事、子育てや介護等の負担の

大きさから管理職に就くのは難しい

管理職は男性がふさわしく、

女性管理職を登用する予定はない

配置や研修など、女性管理職を

養成する仕組みになっていない

54.5

56.2

50.4

3.3

1.7

5.8

29.8

28.9

27.3

21.5

0.8

21.5

9.9

8.3

14.9

38.8

23.1

35.5

1.7

1.7

1.7

20.7

28.1

19.0

10.7

41.3

11.6

4.1

5.0

5.8

5.0

5.0

6.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 121)

とてもそう思う ややそう思う どちらともいえない
あまり思わない まったく思わない 無回答
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（２）女性の管理職登用を推進する上での課題 
  

「管理職になることに意欲的な女性従業員が少ない」と感じている事業所の割合が高くなっている。 
 

●  女性の管理職登用を推進する上での課題については、「管理職になることに意欲的な女性従業員が少ない」

（43.0％）や「必要な知識や経験、判断力等を有する適任者がいない（少ない）」（38.8％）といった女性の意

欲や能力に関する回答が高くなっている。 

一方で、「仕事よりも家庭責任を優先する傾向がある」が 37.2％と、両立の難しさを課題とする回答も高くなってい

る。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

管理職になることに意欲的な
女性従業員が少ない

必要な知識や経験、判断力等を有する
適任者がいない（少ない）

女性従業員は、仕事よりも家庭責任を
優先する傾向がある

女性管理職のロールモデルがいないため、
管理職として働くという将来像を描きにくい

将来管理職に就く可能性のある女性はいるが、
現在、管理職に就くための在職年数等を

満たしている者がいない

女性従業員は勤続年数が短く、
管理職になるまでに退職してしまう

女性管理職に抵抗のある男性従業員が多い

その他

無回答

43.0

38.8

37.2

25.6

16.5

14.0

9.1

0.0

13.2

0 10 20 30 40 50

(N = 121)

報告書 企業実態調査 問６ 
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２．女性の活躍推進について 

（１）男女がともに活躍するための取組み 
 

６割を超える事業所が「家庭と仕事の両立ができるよう労働時間や休暇への配慮」に取り組んでいる。 
 

●  男女がともに活躍するための取組みについては、「家庭と仕事の両立ができるよう労働時間や休暇に配慮している」が

62.0％と最も高く、次いで「同じ職場での同質の業務については、同一賃金とし、男女格差をなくしている」

（43.8％）、「性別により、評価に差が生じないよう、人事評価基準を定めている」（29.8％）となっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告書 企業実態調査 問８ 

％

家庭と仕事の両立ができるよう
労働時間や休暇に配慮している

同じ職場での同質の業務については、
同一賃金とし、男女格差をなくしている

性別により、評価に差が生じないよう、
人事評価基準を定めている

継続して就業できるように、配置・転勤等を
考慮している

女性の募集・採用の拡大をしている

女性従業員を対象とした職場内研修の
実施や外部研修への派遣等を行っている

女性が少なかった職場や
職域に女性を配置している

女性の管理職を積極的に登用している

男女共同参画(女性活躍推進、イクボスなど
を含む)に関する研修に参加している

プロジェクトチームや改善策検討委員会等を
設置している

その他

特になし

無回答

62.0

43.8

29.8

26.4

24.8

19.8

15.7

14.0

12.4

3.3

0.0

12.4

5.8

0 10 20 30 40 50 60 70

(N = 121)
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３．育児・介護との両立支援の取組みについて 

（１）育児休業・介護休業を進めていく上での課題 
 

『他の従業員への負担増』や『代替要員の確保』が大きな課題となっている。 
 

●  育児休業・介護休業を進めていく上での課題については、「休業者の業務を代わりに行う他の従業員への負担増」が

81.0％、「休業期間中の代替要員の確保」が 77.7％と、人事に関する課題が、他の項目に比べ高くなっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告書 企業実態調査 問 14 

％

休業者の業務を代わりに行う

他の従業員への負担増

休業期間中の代替要員の確保

制度利用者への周囲の理解
（上司、同僚等）

休業者の復職時の
受け入れ体制の整備

顧客や取引先からの理解

休業者の昇格、昇進などの取扱い

休業者への教育訓練の実施など、
復職のための支援

その他

無回答

81.0

77.7

16.5

13.2

10.7

8.3

5.0

0.0

7.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

(N = 121)
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（２）家庭と仕事の両立を支援するために、独自に取り入れている取組み 
 

「始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ（時差出勤）」が３割を超えている。 
 

● 家庭と仕事の両立を支援するために、独自に取り入れている取組みについては、「始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下

げ（時差出勤）」が 34.7％と最も高く、次いで「再雇用制度（育児・介護等により退職した従業員の再雇用）」 

（24.8％）、「従業員からの相談窓口」（24.0％）となっている。 

一方で、「テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィスなど）」（4.1％）や「事業所内託児所・企業主導型保育所」 

（3.3％）を取り入れている割合は低くなっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告書 企業実態調査 問 15 

％

始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ（時差出勤）

再雇用制度（育児・介護等により
退職した従業員の再雇用）

従業員からの相談窓口

転勤や配置転換時の配慮

経済的補助（子ども手当、保育料の補助など）

家族看護休暇制度
（法定の「子の看護休暇」以外の制度）

フレックスタイム制度

勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業
時刻の間に一定時間の休息を確保する制度）

テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィスなど）

事業所内託児所・企業主導型保育所

その他

無回答

34.7

24.8

24.0

19.8

12.4

10.7

10.7

5.8

4.1

3.3

0.0

30.6

0 10 20 30 40

(N = 121)
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４．ハラスメント防止の取組みについて 

（１）用語の認知度 
 

「パワーハラスメント」、「セクシュアルハラスメント」、「マタニティハラスメント」の認知度は 9割を超えている。 
 

●  言葉と意味については、「よく知っている」と「ある程度知っている」を合わせた『知っている』は、「パワーハラスメント」が

94.2％、「セクシュアルハラスメント」が 93.3％、「マタニティハラスメント」が 91.7％となり、いずれも 9割を超えている。   

一方で、「パタニティハラスメント」は 37.2％と低くなっている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ハラスメント防止の取組み 

 

「規定・規則等への明記」と「相談窓口、担当者の設置」の取組みの割合が高い。 

●  ハラスメント防止の取組みについては、「規定・規則等への明記」と「相談窓口、担当者の設置」がいずれのハラスメン

トにおいても高く、その中でも「セクシュアルハラスメント」が最も高くなっている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告書 企業実態調査 問 16 

　

セクシュアルハラスメント

パワーハラスメント

マタニティハラスメント

パタニティハラスメント

51.2

52.9

43.8

19.8

42.1

41.3

47.9

17.4

3.3

3.3

5.8

20.7

0.8

0.8

38.0

2.5

2.5

1.7

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 121)

よく知っている ある程度知っている

言葉は聞いたことはあるが内容はあまり知らない 聞いたことがない

無回答

％

規定・規則等への明記

相談窓口、担当者の設置

ハラスメントに関する研修会等の実施

面接・アンケート等の実施

その他

無回答

47.1

40.5

14.0

7.4

6.6

29.8

38.8

37.2

16.5

8.3

7.4

33.1

30.6

24.0

6.6

3.3

6.6

48.8

16.5

9.9

2.5

2.5

7.4

67.8

0 10 20 30 40 50 60 70

(N = 121)

セクシュアルハラスメント
パワーハラスメント
マタニティハラスメント
パタニティハラスメント

報告書 企業実態調査 問 17 
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５．性的少数者（ｾｸｼｭｱﾙ･ﾏｲﾉﾘﾃｨ）に対する認識等について 

（１）用語の認知度 
 
「ＬＧＢＴ」の認知度は高く、「ＳOＧＩ」は低くなっている。 

 

●  言葉と意味については、「よく知っている」と「ある程度知っている」を合わせた『知っている』は、「ＬＧＢＴ」が 60.3％

で最も高く、次いで「セクシュアル・マイノリティ」（56.2％）、「カミングアウト」（51.2％）となっている。 

一方で、「SOGI」は 6.6％と 1割を下回っている。 
 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）性的少数者への配慮としての取組み 
 
相談窓口の設置など、具体的に取り組んでいる事業所は少ない。 

●  性的少数者への配慮としての取組みについては、「特に取り組んでいない」が 86.8％と最も高く、具体的な取組みは

いずれも 1割を下回っている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ≪調査に関するお問い合わせ≫ 

山形県子育て推進部若者活躍・男女共同参画課 

 担当：男女共同参画担当 

 電話：０２３－６３０－２１０１（直通） 

 FAX ：０２３－６３２－８２３８ 

　

セクシュアル・マイノリティ

ＬＧＢＴ

カミングアウト

アウティング

ＳＯＧＩ

19.0

22.3

19.8

6.6

0.8

37.2

38.0

31.4

9.9

5.8

28.9

26.4

31.4

21.5

23.1

9.9

9.9

11.6

55.4

63.6

5.0

3.3

5.8

6.6

6.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
(N = 121)

よく知っている ある程度知っている

言葉は聞いたことはあるが内容はあまり知らない 聞いたことがない

無回答

報告書 企業実態調査 問 18 

報告書 企業実態調査 問 19 

％

相談窓口の設置

職場内研修の実施

職場環境の整備

（性別を問わないトイレ、制服の廃止など）

指針等の作成

人事評価制度の改定

特に取り組んでいない

その他

無回答

5.8

2.5

1.7

0.0

0.0

86.8

0.0

5.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

(N = 121)


